
事務事業数

31

今年度の取組 実績と成果

・道内各地域の健康教育を牽引するリーダーに
よる子どもたちの健康課題の解決に向けた実践
研究の推進とその成果の普及啓発。
・学校保健組織活動の好事例を活用した指導助
言の実施。
・保健福祉部と連携し、フッ化物洗口未実施市
町村及び一時的に中断している市町村の状況把
握とそれぞれの実情に応じた指導助言の実施。
・小学校体育専科教員等配置校における体力向
上に向けた包括的な取組の推進とその成果の普
及啓発。
・中学校授業実践セミナーなど、中学校保健体
育科教員の教科等指導力向上に向けた研修等の
実施とその成果の普及啓発。
・どさん子元気アップチャレンジの実施など、
学校、家庭、地域、行政が連携・協働した運動
習慣の定着に向けた取組の推進。
・栄養教諭を中核とした食育推進体制の整備。
・学校給食への地場産物の積極的な活用促進
等。
・学校における健康教育推進の取組。

・健康教育推進リーダーによる実践研究を新たに実施し、
「健康教育推進研修会」で成果を普及。(R3 158名→R4 12
月実施予定)
・学校保健委員会を年間複数回開催した学校(R2 62.0%→R3
81.5%→R4 R5.3調査予定)
・フッ化物洗口の実施状況（R1～R3 未実施市町村14、※R3
時点における一時的中断市町村93 → R4 R5.6月調査予定）
・「中学校体力向上推進事業」を新たに実施。(本事業に係
る管内ごとの研修会を全14管内で実施予定)
・「どさん子元気アップチャレンジ」において、本道児童
生徒の体力の現状や課題を踏まえた新規種目を追加。(R3 4
種目→R4 6種目)
・「食育推進研究協議会」を開催。(R3 126名→R4 10月実
施予定)
・「北海道学校給食コンクール」を開催。(R3 26名→R4 12
月実施予定)

　札幌医科大学や北海道立総合研究機構の専門家と学校訪問する感染症対策改善セミナーを実施。
「北海道体力向上推進会議」（７月13日）において、学識経験者による体育・保健体育授業や授業以外の

取組の改善・充実に係る講話及び助言の機会を設定。
プロスポーツチームや関係機関と連携し、学校や家庭等で手軽に取り組むことができる運動や運動機会を

提供。

・全国体力・運動能力、運動習慣等調査の結果から、小学校男女と比較し、中学校男女において体力が低下
している状況が見られることから、各管内に中学校体力向上推進教員を14名配置し、配置校の体力向上の組
織的な取組成果を普及啓発。
・小・中学校教員の体力向上に向けた指導力の一層の充実を図る必要があることから、各管内で小学校体育
専科教員等の取組成果を広く普及啓発し、各学校の計画的・組織的な取組を充実させるための研修会等を実
施。（全14管内で実施予定）
・国に対して、体力向上のための施策の充実を図るため、教科や特別活動と部活動などの教育課程外の学校
教育活動を相互に関連させ、授業改善や運動習慣の定着を図る取組に対する財政措置及び人的措置の拡充を
図ることを要望。

現状と
課題

・「裸眼視力1.0未満の子」、「むし歯の子」、「アレルギー疾患を有する子」の割合が全国平均より高い
傾向、「朝食を毎日食べている子」の割合が全国平均以下であることから、健康や食に関わる実態に基づく
個に応じた指導を計画的・効果的に展開するとともに、学校・家庭・地域・行政が連携して取り組む体制づ
くりが必要である。
・子どもの体力は、小学校男女で全国平均並みであるが、中学校男女は低下傾向であることから、小学校の
取組の成果を広く普及させるとともに、中学校の体力向上の取組を推進する必要がある。

連携状況

施策名 心身の健やかな成長を促す教育の推進
施策

コード
1106

予算額
（千円）

Ｒ４ 481,519 Ｒ３ 349,070 Ｒ２ 212,735

主な取組

令和４年度　基本評価調書① 所管部局

3(2)A

概ね順調総合判定SDGs

関連重点
戦略計画等

健康・体育課所管課教育庁

施策目標
　生涯を通じて健康・安全で活力ある生活を送ることができる力の育成に向け、学校・家庭・地域・行政が
連携し、望ましい生活習慣や運動習慣、食習慣の定着に向けた取組を推進するとともに、教員の指導力の向
上に向けた取組の充実を図る。

政策体系
(中項目)

北海道の未来を拓く人材の育成
政策体系
コード

知事公約 創生総合戦略　地球温暖化対策推進計画

緊急性
優先性

前年度
二次評価

意見

対応状況
(R4.3時点)



<成果指標の達成状況>　⇒３つ以外の指標は、補助指標調書に記載
増加 点 H30年度 R1年度 R3年度 最終目標(R4) 達成率 指標判定

目標値 50 50 50 50
実績値 49.1 49.1 49.2

増加 点 H30年度 R1年度 R3年度 最終目標(R4) 達成率 指標判定
目標値 50 50 50 50
実績値 48.7 48.7 48.8

増加 点 H30年度 R1年度 R3年度 最終目標(R4) 達成率 指標判定
目標値 50 50 50 50
実績値 48.6 48.6 48.2

【総合判定】

対応方針番号

B

令和４年度　基本評価調書② 施策名
心身の健やかな成長を促す
教育の推進

施策
コード

1106

連携状況
緊急性
優先性

指標判定○

B

　最終目標として、「全国体力・運動能力、運動習慣等調査」における体力合計点の平均値が全国平均以上
になることとしているが、依然として全国平均を下回っている状況であることから設定。
（※R2はコロナウイルス感染症の影響で調査なし）

97.6%

　最終目標として、「全国体力・運動能力、運動習慣等調査」における体力合計点の平均値が全国平均以上
になることとしているが、依然として全国平均を下回っている状況であることから設定。
（※R2はコロナウイルス感染症の影響で調査なし）

指標名②

指標名③

翌年度に
向けた

対応方針

内容

①

各学校がより効果的・効率的な取組を充実させていく必要があることから、成果を上げてい
る学校の分析的・計画的・組織的な取組や、中学校区内の小・中学校が連携を図った効果的
な取組などの好事例を引き続き実践資料集などで普及啓発しながら、体育科・保健体育科の
授業改善や各学校の授業以外の体力向上に向けた組織的な取組を推進していく。

○ B 総合判定 概ね順調

指標名①

B

　学識経験者と連携した「北海道体力向上推進会議」や「中学校授業実践セミナー」の実施により、保健体
育科における授業改善や運動習慣の定着に向けた各学校の組織的な取組を推進してきたが、新型コロナウイ
ルス感染症の影響で、運動やスポーツに取り組む時間が減少したことなどにより、体力が低下してしまった
ことから、目標値に達していないと考える。

分析（主な取組と成果）

　学識経験者や関係機関と連携した「北海道体力向上推進会議」及び「どさん子元気アップチャレンジ」な
どを通して、体育科における授業改善や一校一実践などの運動習慣の定着に向けた各学校の組織的な取組を
推進したことにより、目標値に近づいているが、新体力テスト分析ツールを活用し、分析的・計画的な体力
向上プランを作成するなど、各学校における検証改善サイクルの促進が一層重要であると考える。

児童生徒の体力・運動能力の状
況中学校第２学年男子

96.4%

設定理由
　最終目標として、「全国体力・運動能力、運動習慣等調査」における体力合計点の平均値が全国平均以上
になることとしているが、依然として全国平均を下回っている状況であることから設定。
（※R2はコロナウイルス感染症の影響で調査なし）

分析（主な取組と成果）

分析（主な取組と成果）

　学識経験者や関係機関と連携した「北海道体力向上推進会議」や「どさん子元気アップチャレンジ」を通
して、体育科における授業改善や一校一実践などの運動習慣の定着に向けた各学校の組織的な取組を推進し
たことにより、目標値に近づいているが、新体力テスト分析ツールを活用し、分析的・計画的な体力向上プ
ランを作成するなど、各学校における検証改善サイクルの促進が一層重要であると考える。

設定理由

児童生徒の体力・運動能力の状
況小学校第５学年女子

児童生徒の体力・運動能力の状
況小学校第５学年男子

98.4%

設定理由



<二次政策評価>

対応方針番号

①

②

③

Ｒ５
施策の
方向性

令和４年度　基本評価調書③ 施策名

二次政策
評価への

対応

R4年度
二次政策

評価

心身の健やかな成長を促す
教育の推進

施策
コード

1106

方向性
関連する事務事業
（新規・拡充）

　各学校における体力向上に向けた効果的・効率的な取組を一
層促進するため、研
修や指導主事の学校訪問等において、成果を上げている学校の
実践事例集や、授業実践動画等の一層の活用を促すと共に、多
くの児童生徒が「できた、わかった」を実感することができる
授業の一層の実現に向け、有識者と連携しながら、教員の体
育・保健体育授業の指導力向上のための研修を継続的に実施す
る。
　また、児童生徒の運動習慣のさらなる定着に向け、本道の
小・中学生の体力・運動能力及び運動習慣の現状や課題を踏ま
え、「どさん子元気アップチャレンジ」のより一層の充実を図
る。

新規：生きる力を支
える体力向上推進事
業費
新規：学校保健等研
修費
（保健教育推進研究
協議会費）

R5新規事
業数

2



【成果指標の達成状況】
増加 点 H30年度 R1年度 R3年度 最終目標(R4) 達成率 指標判定

目標値 50 50 50 50

実績値 46.5 46.7 46.7

R1年度 R2年度 R3年度 最終目標() 達成率 指標判定
目標値
実績値

R1年度 R2年度 R3年度 最終目標() 達成率 指標判定
目標値
実績値

R1年度 R2年度 R3年度 最終目標() 達成率 指標判定
目標値
実績値

1106

分析（主な取組と成果）

- -

補助指標名③

補助指標名①

令和４年度　補助指標調書① 施策名
心身の健やかな成長を促す
教育の推進

施策
コード

補助指標名②

分析（主な取組と成果）

学識経験者と連携した「北海道体力向上推進会議」や「中学校授業実践セミナー」の実施により、保健
体育科における授業改善や運動習慣の定着に向けた各学校の組織的な取組を推進してきたが、新型コロナ
ウイルス感染症の影響で、運動やスポーツに取り組む時間が減少したことなどにより、体力が低下してし
まったことから、目標値に達していないと考える。

児童生徒の体力・運動能力の状
況中学校第２学年女子

93.4%

設定理由

分析（主な取組と成果）

　最終目標として、「全国体力・運動能力、運動習慣等調査」における体力合計点の平均値が全国平均以
上になることとしているが、依然として全国平均を下回っている状況であることから設定。
（※R2はコロナウイルス感染症の影響で調査なし）

B

-

設定理由

-

設定理由

分析（主な取組と成果）

設定理由

- -

補助指標名④



施策名 施策コード

うち
一般財源

本庁 出先
機関 人工計
対応
方針
番号

方向性

1101 － 義務費 北海道学校保健審議会
学校保健及び学校給食に関する施策の向上を図るため本
審議会を開催

健康・体育
課

282 282 0.4 0.0 0.4 3,396

1102 － 義務費 学校病医療対策費
道立特別支援学校要保護及び準要保護児童生徒の学校
病に対する医療費を扶助

健康・体育
課

72 66 0.5 0.0 0.5 3,964

1103 － 義務費 健康診断費
道立学校児童生徒の健康診断（結核健診、尿検査、心臓
検診）に係る手数料等

健康・体育
課

98,469 98,469 0.1 0.0 0.1 99,247

1104 － 義務費 学校給食費援助費

登別明日中等教育学校の前期課程の生徒に対して学校給
食法に基づく学校給食の実施にあたり、要保護及び準要保
護の状態と認められる生徒の保護者に対し、学校給食費の
援助を行う

健康・体育
課

1,922 1,922 0.2 0.0 0.2 3,479

1105 － 一般
事務局運営費等(持ち回り大会補
助金）

令和4年度開催予定の全国中学校体育大会開催準備に対
する補助。

健康・体育
課

20,000 10,000 0.1 0.0 0.1 20,778

1503 － 義務費 検便費
道立学校職員で給食業務に従事する者（調理員を含む）の
検便の実施

福利課 4,261 4,261 0.5 0.0 0.5 8,153

1112 － 一般
学力・体力向上推進事業（体力向
上支援事業）

体育を専門とする教員の配置や巡回指導を通じて、教員の
資質向上や児童の運動習慣の定着に向けた取組を推進

健康・体育
課

5,178 5,178 0.2 0.1 0.3 7,513 ①
改善（取組

分析）
改善

1113 － 事務 学校保健関係事務
感染症関係指導通知発出や感染症の発生、臨時休業出席
停止等関係調査取りまとめ

健康・体育
課

0 0 0.2 1.9 2.1 16,346

1114 － 一般 学校スポーツ振興事業費
中・高校生の体育・スポーツ活動の普及促進を図るため、
全国大会派遣費を補助する

健康・体育
課

50,668 50,668 0.3 0.1 0.4 53,782

1115 － 一般
学校スポーツ振興事業費（補助
金）

中・高校生の体育・スポーツ活動の普及促進を図るため、
全道大会開催費を補助する

健康・体育
課

1,152 1,152 0.1 0.0 0.1 1,930

1116 － 事務
へき地児童生徒援助費等補助金
事務

へき地学校が行う健康診断等のための医師派遣費用及び
心臓検診事業に要する経費に対し、国が補助金を支払う事
務

健康・体育
課

0 0 0.1 0.9 1.0 7,784

1117 － 一般 学校体育・運動部活動推進事業費
武道等の指導の充実を図るため、外部指導者を派遣する
ほか、体育・保健体育において課題が見られる領域の指導
を担う教員の資質向上を図る。

健康・体育
課

11,617 0 0.1 0.0 0.1 12,395

二次政策評価意見

ACTION　結果への対応（令和５年度）

次年度
方向性

二次評価意見への対応状況

1106

一次政策評価

令和４年度

令和4年度　事務事業評価調書 心身の健やかな成長を促す教育の推進

令和４年度

整理番号 重複施策 経費区分 事務事業名 事務事業概要 前年度から
の繰越事業
費（千円）

事業費
（千円）

執行体制
フル
コスト

（千円）

課・局
室名



1118 － 一般 学校環境衛生推進費
学校におけるシックハウス症候群対策のため、教室等の空
気中化学物質濃度の検査を行う

健康・体育
課

184 184 0.2 0.0 0.2 1,741

1119 － 事務 学校体育指導に関する事務

①学校体育に係る指導通知・通達の作成、資料の整備に
関すること
②学校体育に係る研究指定校への指導助言に関すること
など

健康・体育
課

0 0 2.9 1.0 3.9 30,358

1120 － 維持費
自動体外式除細動器（ＡＥＤ）整備
費

道立学校にAEDを整備し、心臓突然死等の防止を図る
健康・体育
課

17,087 17,087 0.4 0.0 0.4 20,201

1121 － 事務 学校保健指導に関する事務

①学校保健に係る指導通知・通達の作成、資料の整備に
関すること
②学校保健に係る研究指定校への指導助言に関すること
など

健康・体育
課

0 0 1.0 0.0 1.0 7,784

1123 － 事務 学校給食施設事務 学校給食施設における国庫補助事務
健康・体育
課

0 0 0.4 0.3 0.7 5,449

1124 － 一般 学校保健関連事業費

・学校保健費（学校保健課題解決支援事業）専門医等を学
校に派遣し、健康相談活動の体制整備を図る
・学校保健費（スクールヘルスリーダー派遣事業）退職養護
教諭を養護教諭の未配置校等へ派遣する
・学校保健費（フッ化物洗口普及事業）児童生徒に係る歯・
口腔の健康づくりの推進を図るため、フッ化物洗口の普及
を促進する
・学校保健費（がんの教育支援事業）がん教育の充実を図
り、がん予防や早期発見につながるよう生活習慣を見直し
改善することを目的とする

健康・体育
課

7,040 3,906 1.3 0.2 1.5 18,716

1125 － 事務 学校給食物資事務 学校給食物資に係る事務
健康・体育
課

0 0 0.3 0.2 0.5 3,892

1126 － 事務 学校給食関係研修事務
学校給食に係る全国規模の研修や栄養教諭・調理員研修
等に係る事務

健康・体育
課

0 0 0.7 0.2 0.9 7,006

1127 － 一般 健康診断関連経費
道立学校児童生徒の健康診断に係る協力医師、帯同看護
師の謝金及び健康診断使用器具等購入・リースの経費

健康・体育
課

13,505 13,505 0.1 0.0 0.1 14,283

1128 － 事務 学校給食調査事務 学校給食関係諸調査に関する事務
健康・体育
課

0 0 1.1 0.3 1.4 10,898

1129 － 一般 夜間定時制高等学校夜食費
生徒の健康の保持・増進を図るため、道立夜間定時制高
等学校において夜食給食を実施する。

健康・体育
課

17,400 17,400 0.2 0.3 0.5 21,292

1130 － 一般 学校給食衛生管理事業費
食中毒の防止など、学校給食における食材の衛生管理を
図るため定期検査を実施する。

健康・体育
課

14,168 14,168 0.2 0.3 0.5 18,060

1131 － 一般 北海道学校保健研究大会

・健康教育推進リーダーによる実践研究を新たに実施し、
「健康教育推進研修会」で成果を普及。(R3 158名→R4 12
月実施予定)
・学校保健委員会を年間複数回開催した学校(R2 62.0%→
R3 81.5%→R4 R5.3調査予定)
・フッ化物洗口の実施状況（R1～R3 未実施市町村14、※

健康・体育
課

500 500 0.3 0.0 0.3 2,835



1132 － 事務 体力運動能力調査
今後の体育行政及び学校体育に関する指導の資料とする
ため、児童生徒の体力や運動能力について３年毎に調査を
実施する。

健康・体育
課

0 0 1.2 0.5 1.7 13,233

1325 － 一般
教育指導費（学校部活動の総合的
な支援体制構築事業費）

専門性を有する外部人材を「部活動指導員」として任用し教
員の負担軽減と働き方改革を推進する

教職員課 44,109 35,540 2.0 3.5 5.5 86,921

1328 － 一般
教育指導費（部活動改革調査研究
事業）

学校と地域が協働・融合した部活動のモデルを検証するた
め、国の委託事業を活用し調査研究を行う。

教職員課 9,395 0 1.0 0.9 1.9 24,185

1335 － 一般
部活動の地域移行を活かしたス
ポーツ・文化のまちづくり協働推進
事業費

・市町村や地域との連携体制の構築と部活動の地域移行
モデルの実証

教職員課 12,510 0 1.0 0.5 1.5 24,186

1122 － 一般
令和５年度全国高等学校総合体
育大会準備費

令和５年（2023年）に開催する全国高等学校総合体育大会
（インターハイ）準備のため、実行委員会や専門部会を設置

高校総体
推進課

152,000 152,000 28.0 0.7 28.7 375,401

1134 － 事務 学校感染症対策事業費 道立学校における感染症対策と学習を保障する。
健康・体育
課

0 0 1.8 0.9 2.7 21,017

0 481,519 426,288 46.9 12.8 59.7計




